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報道関係者各位 

テックファームホールディングス株式会社 
（東証グロース 3625） 

 
テックファーム、福井県とドローン活用アドバイザリーに関する協定を締結 

鳥獣害や防災等の社会課題解決へ、現場業務の遠隔・自動化による自治体 DXを始動 
 

ICT ソリューション事業を手掛けるテックファーム株式会社（本社：東京都新宿区、代表取締役社長：千原信

悟、以下「テックファーム」）は、福井県とドローン活用に関する社会課題の解決実証のためのアドバイザリー

に関する協定を締結しました。それにより、「自治体業務における現場確認の DX 化」に向けた実証実験を

2026 年 2 月 2 日より開始しています。本事業は、獣害対策や防災対応において、時間や場所の制約を受けやす

い現場確認業務をドローンで補完し、必要なタイミングでの状況把握や有事の広域把握を可能にする運用モデ

ルの確立を目指すものです。本実証を通じて運用フローやシステム要件の整理・標準化を進め、将来的にはこ

の「福井モデル」をベースに、全国の自治体への社会実装を推進してまいります。 
 

◾️自治体 DXの必要性：「人が行かなければ分からない」「人では対応が難しい」現場確認の課題 

多くの自治体では、鳥獣害確認、災害時の状況把握、インフラ点検など、現場に依存する業務が依然として多

数を占めています。しかし、特に山間部や沿岸部、河川部を抱える地域では、以下のような現実的課題があり

ます。 
・人が立ち入り困難な「急傾斜地・危険箇所」の点検  
・獣害被害が多発する「未明・夜間」の巡視や実態把握 
・現場への移動時間を要する「初期判断」時の情報収集 
テックファームは、これらを「ソフトウェア」×「据置型ドローン」（現地に操縦者が常駐することなく、遠隔

操作により自動で離着陸・飛行が可能）で解決する新たな自治体向け運用モデルを構築します。 
かねてより「ドローンを活用した地域課題の解決」を掲げる福井県において、その急峻な斜面や広域な管理エ

リアといった地理的特性に向き合う今回の実証は、社会実装に向けた重要な第一歩となります。 
 

【福井県の実証実験概要】 
実施期間：2026 年 2 月 2 日〜3 月 31 日 
実施主体：福井県、越前町、テックファーム株式会社 
想定領域：・獣害対策（イノシシ、シカ、クマ等）     

・防犯対策（不審者監視) 
・防災対策（被災状況確認）  
・管理対策（公共施設・エリア内保全確認） 

活用技術：据置型ドローン(ドローンポート/Dock3)、DJI MATRICE 4TD、クラウド型運行管理システム 
アドバイザー：プロジェクトマネジメント/技術を含む 7 名（一等・二等無人航空機操縦士を含む） 
 
＜検証項目＞ 
・据置型ドローンによる定期監視・緊急時確認の有効性 
・人的対応前にドローンで状況把握を行うことによる安全性・判断精度の向上 
・複数業務（獣害・施設管理・防災・防犯）を横断した自治体業務への適用可能性 
・遠隔操作における最適な運用フローおよびシステム要件の策定 
 
◾️テックファームの強み：ソフトウェア開発知見に基づく「社会実装力」  

本取り組みの特徴は、単なる機材導入に留まらず、IT ベンダーとしての開発力を活かした発展性のあるモデ

ル構築にあります。 必要に応じてドローン連携ソフトウェアを専用開発するなど、技術的な選択肢を広く持つ

ことで、開始時から将来にわたって、現場課題に即した運用改善や機能拡張を継続的に実施します。例えば、

多機能ゆえに操作が複雑になりがちな既存の管理システムに対しては、開発の知見を活かして「現場の実務に

即した UI や UX」を設計・定義します。デジタルツールに不慣れな職員やシニア層でも直感的に扱えるシステ

ム仕様を策定することで、特定の個人のスキルに依存しない、持続可能な運用体制の構築を支援します。 
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  福井モデルをベースに、全国自治体への展開へ 

テックファームは、これまでも福井県に拠点を構え、地域に根差した ICT 活用を推進してきました。今

回の取り組みは、その連携をさらに拡張し、鳥獣害や防災といった地域の切実な社会課題の解決に真正面

から挑むものです。本実証で得られた成果や運用ノウハウは、テックファームが汎用的なソリューション

として体系化し、2026 年度以降、全国の自治体へと展開します。「福井発の先進モデル」を広げること

で、日本の地域課題解決を推進します。テックファームは今後も、ドローンとソフトウェアの融合によ

り、自治体業務の高度化と安全性向上に貢献してまいります。 
 
＜参考＞ 
テックファームではこれまでにも、ドローンを活用した顧客連携での実証実験や自社活動における検証を展

開。据え置き型のドローンによる新たな産業創出・社会課題解決の可能性を検証しています。 
参考プレスリリース：テックファーム、アミューズと共同で新たな映像体験サービスの創出へ（2025 年 12
月）https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000109.000003230.html 
 
＜テックファームのドローンソリューション＞ 
https://www.techfirm.co.jp/drone-solution 
 
 
  テックファームについて 

「ICT に精通したプロフェッショナル集団」として、デジタル技術を活用した事業変革や課題解決のためのソ

リューションをワンストップにて提供。1998 年の創業以来、世界初や日本初のサービス実現に携わり、世界初

のモバイルインターネットサービスである NTT ドコモ「i モード」立ち上げ時のシステム開発への参画をはじ

めとして、モバイル黎明期から多種多様な産業における ICT 活用の経験やノウハウを蓄積する。AI、IoT を
活用したデータ収集や分析から、ドローンやスマートデバイス、3D 技術のメタバース領域への活用などの最先

端テクノロジーと、多種多様な業界にて蓄積してきた ICT ソリューションに関する知見やノウハウを組み合わ

せることで、企業における DX などのイノベーションを支援する。 
 
【企業概要】 
会社名 テックファーム株式会社 
所在地 東京都新宿区西新宿 3 丁目 20 番 2 号 東京オペラシティタワー23F 
代表者 代表取締役社長 千原 信悟 
設 立 2015 年 
資本金 100 百万円（2025 年 6 月末現在） 
U R L https://www.techfirm.co.jp/ 
 
※記載の商品名、サービス名及び会社名は、各社の商標または登録商標です。 
 

【本プレスリリースに関する報道関係者の方々のお問い合わせ】 
テックファームホールディングス株式会社 コーポレートコミュニケーション室 

Email：press@techfirm.co.jp 
コーポレートサイトのお問い合わせフォーム：https://www.techfirm-hd.com/contact 


